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2開催状況

「デジタル変革時代のICTグローバル戦略懇談会」における検討に資するため、最先端のICTの研究開発
の推進方策や、その成果の社会展開を促進するための方策について、より専門的な観点から検討すること
を目的とする。

① 世界最先端のICT研究開発
• Society5.0の実現や国際競争力の強化に必要なICT基盤技術の確立
• 国際競争力の強化に向けた重点施策の再編

② ICTの社会実装
• 社会課題の解決に資する研究開発の推進や研究開発を促進するための環境整備
• 研究開発段階からの国際標準化や国際連携の推進

第１回：1月10日
第２回：1月31日
第３回：2月14日
第４回：2月28日
第５回：3月12日
第６回：3月22日

構成員からのプレゼン、意見交換

論点整理
論点整理（案）

検討の背景、検討の進め方 等

検討項目

これまでの開催 （計６回開催）



3構成員一覧
＜構成員＞（１９名）

相田 仁 東京大学大学院 工学系研究科 教授
秋山 美紀 慶応義塾大学 環境情報学部 教授
稲田 修一 一般社団法人 情報通信技術委員会 事務局長
岩浪 剛太 株式会社インフォシティ 代表取締役
内田 義昭 ＫＤＤＩ株式会社 代表取締役執行役員副社長 技術統括本部長
江村 克己 日本電気株式会社 取締役 執行役員常務 兼 CTO
門脇 直人 国立研究開発法人 情報通信研究機構 理事
上地 克明 神奈川県横須賀市長
川添 雄彦 日本電信電話株式会社 取締役 研究企画部門長
島田 啓一郎 ソニー株式会社 執行役員
須永 順子 クアルコムジャパン合同会社 代表社長
戸川 望 早稲田大学 理工学術院 教授

中尾 彰宏 東京大学大学院 情報学環・学際情報学府 教授

中須賀 真一 東京大学大学院 工学系研究科 教授

根本 香絵 国立情報学研究所 情報学プリンシプル研究系 教授・量子情報国際研究センター長

長谷川 博和 早稲田大学大学院ビジネススクール 教授

藤原 洋 株式会社ブロードバンドタワー 代表取締役会長 兼 社長CEO
牧園 啓市 ソフトバンク株式会社 常務執行役員 兼 CIO ﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾕﾆｯﾄ IT&ﾈｯﾄﾜｰｸ統括 統括担当
真野 浩 エブリセンスジャパン株式会社 代表取締役最高技術責任者
＜オブザーバー＞（１名）

新田 隆夫 内閣府 政策統括官（科学技術・イノベーション担当）付 参事官（課題実施担当）

主査

主査代理

＜参考＞



4目次
1. 背景
（１）我が国・世界の課題 （２）デジタル変革による課題解決
（３）技術戦略ＷＧにおける検討

2. デジタル変革時代におけるICTの社会実装と深化
（１）2030年代の将来イメージ
（２）将来イメージの実現に向けたSociety5.0のキーテクノロジー
（３）Society5.0を支えるキーテクノロジーのロードマップ

（３）国として検討すべき取組
① ユーザーニーズを吸い上げる技術開発プログラムの創設
② イノベーション創出に向けた支援
③ 戦略的な標準化の推進
④ 社会受容性の促進に向けた環境整備
⑤ ＩＣＴ人材の育成

５．キーテクノロジーの深化（研究開発）における課
題と対応
（１）キーテクノロジーの深化に関する現状と課題

① 基礎・基盤的な研究力の衰退
② 研究開発のオープン化の必要性
③ 研究開発のグローバル化の必要性
④ 研究開発環境の重要性
⑤ 研究開発人材の不足

（２）取組みの方向性
① 中長期的研究開発の推進
② 研究開発のオープン化・連携の推進
③ 海外との連携の推進
④ 研究開発環境の整備
⑤ 研究開発人材の育成

（３）国として検討すべき取組
① 中長期的研究開発の実施
② 研究開発のオープン化・連携の強化
③ 海外との連携強化
④ 研究開発環境の整備の推進
⑤ 研究開発人材の育成の促進

６．具体的なプロジェクト

４．キーテクノロジーの社会実装における課題と対応
（１）キーテクノロジーの社会実装に関する現状と課題

① イノベーション創出方法の変化・技術普及の加速
② ソフトウェア化の進展
③ ＩＣＴ提供企業・利用企業等の課題
④ イノベーションにおけるベンチャー企業の役割
⑤ グローバル市場への対応
⑥ システム全体、社会全体の設計の必要性

（２）取組みの方向性

②アジャイルによる開発アプローチ

④ＩＣＴベンチャー企業への支援
⑤グローバルビジネスのための国際標準化の推進

①デザイン思考の活用

③トップダウンによるイノベーション

⑥社会受容性の向上
⑦ＩＣＴ人材の育成

３．ICTの社会実装と深化に関する基本的な考え方
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（２）デジタル変革による課題解決

（１）我が国・世界の課題

１．背景

 IoT、AI、ビックデータ等の革新的技術の実世界への適用が開始

 デジタル変革時代の到来（あらゆる産業分野においてデジタル変革が始まり、社会や生活が画期的にスマート化）

 サイバー空間とフィジカル空間の融合による「Society5.0」の実現が、新たな価値の創出・課題解決につながると期待

 社会・経済の基盤であるICTは我が国・世界の課題解決に重要な役割を果たし、SDGsへも貢献

【我が国】 ●少子高齢化、人口減少、過疎化、東京への一極集中 ●労働力不足、担い手不足、後継者不足
●大規模災害の増化 ●経済成長、生産性向上 等

【世界】 ●気候変動 ●エネルギー資源、食料等の需要拡大 ●サイバー攻撃の増加、プライバシー問題等

このような中、Society5.0の実現、我が国の国際競争力の強化に資する中長期的な観点からのICT研究開発、
ICTの社会実装の加速化方策等について検討するため、以下を実施。
 2030年代の将来イメージを共有し、その実現に向けたキーテクノロジーを整理
 主なキーテクノロジーの2030年代に向けたロードマップを作成
 キーテクノロジーの社会実装の加速化方策、研究開発の推進方策について論点を整理

（３）技術戦略ＷＧでの検討



6２．デジタル変革時代におけるICTの社会実装と深化（１）

• 各分野の専門用語に対応した
翻訳技術が進展することで、
外国人観光客や外国人労働者
が、各種産業の場や日常生活
の場で日本人と円滑にコミュニ
ケーションが可能となる。

• 店舗ではセキュリティの確保さ
れた生体情報を活用した個人
認証技術により、個別の会計処
理をせずとも買い物やサービス
を受けることができる。

• 衛星センサー等により取得される高頻
度の地球環境データの取得・解析

技術が進展することで、地球規模での
漁場の予測が可能となる。

• 災害発生時には、各種センサー等に
基づく洪水や土砂崩れ被害に関する
データを、市民の持つウェアラブル

センサー等からの情報と合わせて分
析することで、迅速な救済活動や復旧
活動が可能となる。

• IoT、ロボット、ドローン等の活用
により、農業、酪農、養殖等の

一次産業においても作業の自動
化・省人化が進み、生産性が向
上する。

• 医者が不足している地域におい
ても、超高速・低遅延通信の光
ネットワーク技術により専門医に
よる遠隔での診察や、超一流の
外科手術の再現が可能となる。

• 超高速・低遅延通信のワイヤレス通
信技術を用いたスマートモビリティに
より、高齢者も自由に移動でき、人的
災害を気にする必要のない交通事故
ゼロ社会を実現する。

• 超高速通信ネットワークを利用して、
視覚情報のみならず、温度や感触等
の感覚をリアルタイムに伝える技術の
実現により、遠隔地にいる家族とふれ
合ったり、家に居ながらもスタジアム
にいるようにスポーツ観戦ができる。

人体

行動・道具

家庭・車業務・公共空間

地域・生活社会 地球
• ビジネスの場において、様々な言語圏

の人がスムーズに意思疎通できる同
時翻訳技術が実現し、居住地域に関係
なく、さまざまな仕事が可能となる。

• 超高速通信ネットワーク、ロボット・ホロ
グラム等の利用により、自分の分身が
会議や授業に出席することが可能と

なり、生産性の向上につながる。また、
新たな発想や企画等、創造的な仕事に
注力できる。

• 脳活動を計測し、脳情報を読み解く技
術が深化するとともに、日常生活にお
いても装着可能な小型のＢＭＩ（ブレイ
ン・マシン・インターフェース）の実現に
より、思うだけで家電やドローン等を操
作することが可能になる。

• 発話内容の意味や話者の関係を理解
する高度な対話技術の活用により、人
に優しい応答機能のほか、人との関わ
り合いを提供できる対話エージェントや
ロボットが実現する。

（１）2030年代の将来イメージ

C

C

B,F

A

B

B

C

C

D B

A,E

E
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実世界

センシング

通信

人工知能

インターフェース

人体行動
・道具

家庭
・車

業務・
公共空間

地域・
生活社会 地球

Society5.0の
実現・進展

（２）将来イメージの実現に向けたSociety5.0のキーテクノロジー

ＩｏＴデバイス、高度化した
センサー等により人間社会
を取り巻く様々な対象から
高精度の情報が取得可能
となる。

通信ネットワーク（有線・
無線）は、超大容量化、
超大量接続化、超低遅延
化し、地上、海上、空中、
宇宙まで様々なモノがつ
ながる。

様々な対象から収集されるビックデータ
をＡＩを用いて分析することで、実世界の
認識・予測等が高度化する。

視覚、聴覚、触覚情報等を
ＶＲ・ＡＲを通して高精度に提
示可能となる。脳活動の計測
装置の小型化等のインター
フェースの高度化等も進む。

全産業にデジタルが浸透し
データの流通・利活用が進む。

社会課題の解決、新サービス
の創出、ＳＤＧｓへの貢献。

衛星・地上を統合した広域な
通信において高い秘匿性が
担保される。

（→ ＡＩ技術の高度化 等） （→ セキュリティ技術の高度化、等）

セキュリティ・
プライバシー

（→ センシング技術の高度化）

（ → 光ネットワーク技術、ワイヤレス
技術、宇宙通信技術の高度化 等）

（→ ヒューマン・マシン・インター
フェース技術の高度化 等）

Society5.0においては、実世界の様々なデータをセンシング技術により取得し、それらを収集・蓄積（ビックデータ化） してＡＩ等により
処理・解析をすることで、インターフェースの操作等により実世界に働きかけ。将来イメージの実現に向けては、Society5.0を支えるキーテク
ノロジーの利活用・高度化が必要。

Ａ

Ｂ

Ｃ Ｄ

Ｆ

２．デジタル変革時代におけるICTの社会実装と深化（２）

（データの取得）

（データの
処理・解析）

（データの提示、
ロボットの制御等）

データ流通・
利活用

（→ データ流通技術の汎用化等）

Ｅ

フィジカル空間

サイバー空間
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将来イメージの実現のため、Society5.0を支える以下のキーテクノロジーについて、諸外国の研究開発動向を踏まえつつ次の時間
軸でロードマップを検討。（別紙）
①主なキーテクノロジー

②時間軸
• 2020年：社会実装の加速化の必要がある技術指標
• 2025年：大阪万博等でのデモンストレーション目標
• 2030年以降：将来イメージの実現のための技術目標

（３） Society5.0 を支える主なキーテクノロジーのロードマップ

２．デジタル変革時代におけるICTの社会実装と深化（３）

• 世界最先端の1運用単位当たり毎秒
1テラビット級の光伝送装置の実現

• 毎秒100テラビット級の信号を処理で
きる大容量海底ケーブルの実現

• 5Gを支える光通信アクセス技術の実
現

• 1運用単位当たり5Tビット級の光伝送技
術の実現

• マルチコアファイバによる毎秒320テラビット
を処理できる大容量海底ケーブルの実現

• AI、IoT、高度自動運転システム等を支
える分散クラウドプラットフォーム基盤技術
の実現

• Beyond5Gの高速大容量無線通信を
支える光無線融合技術の実現

• 1運用単位当たり毎秒10Tビット以
上の光伝送技術の実現

• 超低消費電力光通信技術の実現
• 高度補償、高度符号化、高度空
間多重技術の実現

• 電磁波統合アクセス技術の実現

２０２０ ２０２５ ２０３０

＜ロードマップの例＞

センサー統合運用技術、センシングデバイス、リモートセンシング（地表、空中）

光通信ネットワーク技術、ワイヤレスネットワーク技術、宇宙通信ネットワーク技術

自然言語処理技術（翻訳・文脈理解等）、脳情報通信技術

量子通信技術、セキュリティ技術

ロボットに係る技術

光通信ネットワーク技術

データ流通・利活用に係る技術
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① 近年、価値観の変化（消費者の求めるものが「モノ」から「コト」、「サービス」へ。）により、市場の主導権が
提供側からユーザー側に移動し、これに伴い、イノベーション創出が、ICT提供側における技術シーズ中心
のリニア思考から、利用側のニーズや社会課題の解決等を複合的に考える「デザイン思考」中心に変化す
るとともに技術革新のスピードが加速化している。これらの変化に的確に対応するためには、技術開発にお
けるオープンイノベーションが不可欠であり、とりわけ、ICT提供産業と利用産業・利用者の共創が重要に
なっている。

② また、IoT、ビッグデータ、AI等の革新的ICTの利活用が多様な分野で進む中、早期にSociety5.0を実
現するとともに我が国の国際競争力を強化するためには、利用者側において、積極的に革新的ICTを導入
することが鍵となっている。

③ これらの対応が進展するためには、我が国の企業、政府、個人が既存のルールや価値観の呪縛から解放さ
れ、マインド、事業手法、制度といった根本的な部分において変化・変革を続けていくことが不可欠である。

④ 他方、我が国においては、国・民間等も中長期的な研究開発への投資が低迷する状態にある。米中等の
巨大IT企業が更なる技術革新を目指して研究開発投資を大幅に増加させ更に競争力を強化しようとて
いるのとは対照的である。国民生活の向上と成長の基盤である革新的ICT分野において我が国が持続的
なイノベーション創出していくためには、その前提となる基礎的・基盤的な研究開発に対する十分な投資を
行っていく必要がある。

３．ICTの社会実装と深化に関する基本的な考え方



10４．キーテクノロジーの社会実装における課題と対応（１）
（１）キーテクノロジーの社会実装に関する現状と主な課題

②スピード重視、
ソフトウェア化の
進展

 市場の主導権は提供側からユーザー側に移動し、イノベーションの創出は、ICTの提供側からの技術シーズに加えて利用側のニー
ズや社会課題の解決等を複合的に考える「デザイン思考」に変化

 このようなイノベーション創出手法の変化に対応した事業や経営の変革が進まない企業が依然として存在

③ICT提供企業・
利用企業等の
課題

 ICTの提供側の多くは、利用側が持つ「現場の課題」の理解が不足。また、利用側においてはICT人材が不足しており、提供側
に現場のニーズを十分に説明できていない

 企業や自治体のトップによるICTに係る理解が不十分。とりわけ、地域・地方においては先進事例の情報が不足
 日本の大組織は意思決定が遅い、自前主義への拘泥、現状維持、リスクを伴う挑戦不足等により、他企業等との共創の実現

までに時間を要する

①イノベーション
創出手法の変化

 ハードウェアの機能をソフトウェアで実現するソフトウェア化が進展。技術の進展・普及のスピードが加速化する中、プロダクトサイク
ルの短期間化、開発時間の短縮化が必要

 オープンソース・ソフトウェアの利用が考えられるが、ソフトウェア人材等が不足

④イノベーションに
おけるベンチャー
企業の役割

 ベンチャー企業には、新たなビジネスモデルの開発、新たな市場（ブルーオーシャン）の開拓等が期待されるものの、ベンチャー企
業の有する新たな技術についてシーズ段階から目利きできるベンチャーキャピタルが稀少。

 革新的な技術のコンセプト検証（PoC）が実施できず社会実装につながらない



11４．キーテクノロジーの社会実装における課題と対応（１）
（１）キーテクノロジーの社会実装に関する現状と主な課題（つづき）

⑥システム全体、
社会全体の設計
の必要性

 我が国は優れた技術はあるがシステム全体の設計が苦手
 ユーザー側、地方の課題や価値観を理解し解決策を描ける人材の不足
 標準化活動へ参加する人材の固定化・高齢化
 技術の普及には、制度等の見直し、標準化、個人情報保護等のルール形成、倫理、社会受容性等が重要

⑤グローバル市場
への対応

 人間を相手とするビジネスでは言語の障壁が大きかったが、IoTやAIを活用するビジネスではセンサ等のデータが主導するため、
日本語のハンディキャップを乗り越えるチャンス

 日本的な文化（「空気を読む」、「あうんの呼吸」 ）がグローバル市場への障壁になることも。市場に合わせるマインドセットが
不十分

 競争環境において、プライバシー保護の規制やAI倫理のガイドラインなど、技術の標準化を超えたルール形成の影響が拡大
 標準化の意義や役割が変化する中、 国際標準化をマーケティングとして活用する国が増加
 フォーラム（3GPP/IEEE/IETF/W3C等）での標準化が市場形成をリードしているが、我が国は十分に対応できていない
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 研究開発者とユーザーが協働して事業化に向けた課題の理解、サービス提供に必要な技術的要件や仕様を明確化し、技術
実証、改善進めることで、効率的な開発に資する「アジャイル型開発アプローチ」の採用を広める

 オープンソースソフトウェアを含むソフトウェアの開発・活用を行う人材を確保・育成

（２）我が国全体として実施すべき取組の方向性

４．キーテクノロジーの社会実装における課題と対応（２）

②アジャイルによる開発
アプローチ

④ＩＣＴベンチャー
企業への支援

 イノベーション創出におけるコンセプト検証（PoC）の重要性を認識し、支援
 独創的なアイディアの創発や、アイディアを競う環境の整備
 国や大企業、自治体がアンカーテナンシーとしてベンチャー企業の技術を先導的・積極的に採用

①デザイン思考の活用  イノベーション創出・社会課題の解決に向け、ICT提供産業と利用産業の共創の機会を拡大
 イノベーション創出手法の変化に対応できるよう、「デザイン思考」の理解を進めるとともに、技術者よりも課題を認識し解決方策

を提案できるデザイナー等が開発をリードする機会を拡大。必要に応じて自治体や市民の参画も。

③トップダウンによる
イノベーション

 ICTの利用側である企業の経営トップや自治体の首長によるICTへの理解の促進
 利用側、提供側双方において、経営トップ等によるオープンイノベーションの必要性の認識を向上、トップの意思決定に基づき他
企業との迅速な連携を推進
 首長のリーダーシップが発揮できる地方に先進事例の情報を提供し、新たなICTの積極的な導入を促進

⑥社会受容性の向上  特区活用の推進 ● 技術の利用促進に必要な指針の作成・更新 ●セキュリティの向上
 市民、自治体等の技術理解を促進するためのアウトリーチ活動の推進

⑦ICT人材の育成  デザイン思考、アジャイル開発（オープンソース）、ユーザー企業、異業種との協業等の能力の育成
 外交交渉力を持つ標準化人材の育成 ● 各プロジェクトを通じた人材育成

 デジュール標準策定活動に偏ることなく、フォーラム標準策定活動への定常的、長期的な参画を推進
 マーケティング部門と技術部門が一体となった標準化活動を推進
 標準化作業における実装例や実証試験結果の活用を推進
 技術の萌芽段階から国際標準化を念頭においた技術開発を実施

⑤グローバルビジネ
スのためのルール形
成・標準化の推進



13

（３）国として検討すべき取組

 自治体や利用者のニーズを吸い上げ、フィールドトライアルを繰り返しながら、技術を高度化・汎用化する仕組を構築
 国による技術開発プログラムの評価指標として、「自治体や利用者の参画」、「事業の継続性」を重視

４．キーテクノロジーの社会実装における課題と対応（３）

①ユーザーニーズを吸い上げる技術開発プログラムの創設

②イノベーション創出に向けた支援

 新技術の実用化検討段階及びコンセプト検証（PoC）段階のベンチャー企業や大学等に対する経済的支援。当該受託者に対する、事業化、広
報、知財等の専門家の支援

 国・自治体による調達におけるベンチャー企業の積極的な採用につながるような取組方策の検討
 実証環境、試験フィールドの整備 ● コンテスト形式等による多様なアイディアの実現支援 ● 大企業とベンチャー企業の情報交換の場の支援

 標準化活動に関わる人材の拡大支援（若手・役職者の参加支援、会合の日本招致、重要分野の活動支援、経営層への理解促進等）
 標準化策定に求められるPoCやユースケースの検討を促進するための支援を強化
 研究開発段階から戦略的なパートナー作りを重視した国際共同研究の取組を強化
 標準化動向を定期的、継続的に把握し、社会実装への期待が大きいIoT分野等における標準化の取組を強化

④社会受容性の促進に向けた環境整備

⑤ICT人材の育成

 AI等の革新的な技術の社会受容性や利用促進にむけた、規制・制度の見直し、指針の作成・更新等
 ユーザーや自治体等への先進・優良事例の紹介

 ICTユーザー企業等を対象とした講習会・体験型のセミナー開催、尖った人材の発掘イベント、セキュリティ人材育成等

③戦略的なルール形成・標準化の推進



14５．キーテクノロジーの深化（研究開発）における課題と対応（１）

①基礎的・基盤的な研究力の衰退

⑤研究開発人材の不足

②研究開発のオープン化の必要性

③研究開発のグローバル化の必要性
 研究者の国際ネットワーク力の低迷
 研究開発において自前主義が強く、国内はもとより海外の研究機関・企業等との連携も限られている

④研究開発環境の重要性

 （分野によるが）国内外の優秀な研究者を引きつける研究開発環境が十分整っているとは言いがたい

（１）キーテクノロジーの深化における現状と主な課題

 民間企業では短期的成果が期待できる応用研究が中心となり、中長期的視点の研究開発が進まない
 国による研究開発プロジェクトも社会実装を重視し、応用研究に重点化する傾向
 持続的なイノベーション創出に欠かせない基礎的・基盤的な研究力が衰退

 基礎的・基盤的な研究開発が、研究側の視点に偏って実施されている
 研究が特定の研究分野のコミュニティに閉じて実施される傾向。異領域・異分野との交流不足

 優秀な研究者に対しても特別に魅力的な条件を提示できず、研究者の海外流出が進んでいる。海外からも人が集まらない
 博士課程進学を含め、次世代を担う研究開発人材が育成できていない
 ハードウェアの技術力が低下傾向にあり、これをベースとした新技術を作り出せるエンジニアが不足
 地方に眠っている優れた人材、シーズを発掘できていない可能性
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（２）我が国全体として実施すべき取組の方向性

５．キーテクノロジーの深化（研究開発）における課題と対応（２）

④研究開発環境の整備

①中長期的な研究開発の推進

⑤研究開発人材の育成

 民間企業においても、持続的イノベーションの創出の観点から中長期的な研究開発を実施、大学等との連携を強化
 国は、短期と中長期のバランスを考えた研究開発及び支援を実施していくことが必要
 アウトカムを重視した研究開発の評価、研究目標・研究体制の柔軟化

②研究開発のオープン化・連携の推進

③海外との連携の推進

 基礎的・基盤的な研究開発の成果を効果的・効率的に社会実装へとつなげるため、早い段階から利用者サイドを参画させる（利用側の企業、
公的機関、市民等を巻き込んだ研究開発の推進等）

 イノベーション創出に向け、異領域・異分野との交流を増やすとともに、組織内外への情報発信を強化（専門分野以外とのコラボレーションによる
新領域の開拓、バーチャルな研究組織の活用による柔軟なチーム作り、革新的なアイディアや要素技術を有する者の挑戦の後押し等）

 技術の進展が早いため、最先端の研究は自主研究だけでは不可能。海外の研究機関との継続的な連携の一層の強化、一流研究者の招へい、
海外への研究拠点の活用、設置等を推進。

 研究の萌芽期から国際標準化を戦略的に推進

 世界最先端の計測機器や実証環境（テストベッド）の整備により研究コミュニティを構築
 様々な研究データの共有を推進し、限られたデータを有効活用して最先端研究を促進

 国際的な競争が激しい研究分野によっては、研究者の処遇を見直し、国内外の優秀な人材を確保
 大学と民間企業との共同研究を通じて研究開発人材を育成
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（３）国として検討すべき取組

５．キーテクノロジーの深化（研究開発）における課題と対応（３）

④研究開発環境の整備の推進

①中長期的研究開発の実施

 最先端研究開発テストベッドの整備（Beyond5G時代に想定される無線ネットワーク環境や多種多様なセンシングデータを収容する有線ネット
ワーク環境の構築）

 国の研究データや知財の活用等、研究資源の積極的な活用の推進

⑤研究開発人材の育成の促進

②研究開発のオープン化・連携の強化

③海外との連携の強化
 日米、日欧、日アジアに加え、分野・テーマに応じた戦略的なパートナー形成（例えば、製造分野における日独連携等）
 国のプロジェクトにおける適切な標準化目標の設定

 中長期的視点に基づき、国の研究開発関連予算配分を重点化（① 新たなICT市場、ビジネスの創出につながる領域、② 国民の安心・安全
確保や社会の課題解決に資する領域、③ 民間だけでは投資回収が困難な領域、④ 通信環境の健全性確保のための領域等）

 国のプロジェクトにおける研究目標・研究体制の多様化
 国のプロジェクトへの参画を通じて民間企業における中長期的な研究開発を支援

 研究開発プロジェクトを通じた産学での人材交流の促進や、国際的なチーム経験を積むことができる機会を提供
 地域発の破壊的イノベーションの種を発掘・育成するとともに、技術革新の芽となる多様で基礎的な研究開発を中長期的に支援

 基礎的・基盤的な研究開発の早い段階から、利用側を巻き込む方策を検討し、実施
 地方において産学官の研究コミュニテイの育成を支援
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●革新的ネットワーク
• ニーズに応じて、必要な時に
必要な通信を確保可能なポ
スト・インターネットが実現。

• 毎秒10テラビット級の光伝
送技術により、現在の約
400倍の通信速度が実現し、
遅延がなくなる。

●量子通信
• 光ネットワークを越える大容量・
低消費電力の通信が実現。

• 盗聴・解読されない、秘匿性の
高い通信が地球規模で実現。

●センシング・IoT
地表面の状況をcm単位で高
精度に観測できるレーダーが約
100分の１程度に小型化するこ
とで、ドローン等にも搭載可能と
なり、災害発生時に自治体が迅
速に被災状況を確認することが
可能になる。

●未来コミュニケーション
話している人の表情や感情を
読み取り、その場の雰囲気も察
知して意図やニュアンスも理解す
ることで、人と区別のつかない対
話が可能なエージェント、ロボット
が実現。

●次世代AI・脳情報通信
• 特定の決まった作業を実施するた
めのAI（自動運転技術、画像
認識等）から、特定の作業やタ
スクに限定せず人間と同様に複
数の課題に対応できるAIが実現。

• 念じただけで、家電やドローンの
操作が可能になる。

●次世代ワイヤレス
Beyond5Gとして、双方向
での超大容量×超大量接続
×超低遅延。高速な移動体
の遠隔操作、医療分野等、
クリティカルな場面でも無線利
用が実現。

●セキュリティ
サイバー空間の脆弱性を
リアルタイムに検知し、サー
ビスに影響を生じさせない
セキュリティ技術が実現。

●宇宙通信
• 様々な軌道の衛星及び地球上の
ネットワークが、シームレスに連携し
た基盤が実現。

• 高解像・高頻度に取得される衛星
データや地上のセンサーデータ等の
解析により、社会課題の解決や
様々なビジネスの創出が実現。

６．具体的プロジェクト（案）

社会実装・研究開発の環境整備

イノベーション創出プログラム
• 地域発の破壊的イノベーションの種を発掘・育成
• 研究開発成果のビジネス化支援
• コンテスト形式等による多様なアイディアの実現
支援

人材育成プログラム
• 各地域におけるIoT人材育
成を拡充・強化

• 次世代を担う研究開発人材
の育成

標準化促進プログラム
• 標準化活動の基盤となる人材の支援
• 標準化策定に必要なPoCを支援
• 社会実装への期待が大きい標準化の
取組強化

社会課題解決型の研究開発プログラム
• 最新技術の高度化・汎用化等に係る研究開発
• 研究開発の実施にあたっては、異業種、自治体、市民による参
画を促進

国際連携強化プログラム
• Win-Winの連携が可能な地
域・国との継続的な連携

• 研究開発段階からの戦略的
パートナーづくり

オープンイノベーションの促進プログラム
• beyond5Gを見据えた最先端の研究開発テストベッドの整備
• テストベッド等を利用した国等の研究データの積極的活用の推進、人材交流
• 国プロの研究開発における、異分野・異業種による交流の場の設置

2030年代における社会課題解決プロジェクト（例）

2030年代におけるキーテクノロジの高度化

貧困・所得格差

食糧不足

エネルギー需要の増加

人口都市集中
過疎地域拡大

高齢化

教育格差

医療・介護

テロ・犯罪

災害の多発 経済成長
生産性向上

働き方改革

サイバー攻撃気候変動 インフラ整備

●データ流通・利活用
個人のプライバシーに配慮し、
多種多様なデータ流通・利活用
が実現し、IoT/AI/ロボット等の
高度化を通じた新たなサービスが
創出。

●放送
地上4Ｋ等の
技術開発、更な
る周波数共用等
の周波数有効活
用を可能とする
技術が実現。
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Ａ．センシング関係

Society5.0 を支える主なキーテクノロジーのロードマップ①

センサー統合運用技術

センシングデバイス

地表からのセンシング

空中からのセンシング

２０２０ ２０２５ ２０３０

• 地上から宇宙までの人間が活動する環
境をリアルタイムでセンシングするセンサ群
の開発

• センサ群から有益な情報を抽出し、効率的・
効果的な意思決定ができるデータ駆動型社
会のプロトタイプを実現

• データ駆動型社会の実現に向けたセ
ンサ群の実用化を実現

• テラヘルツ波を多方向に射出可能なテラ
ヘルツアンテナ、テラヘルツデバイス作成技
術、超高速電子デバイス技術の各要素
技術の実現

• 各要素技術の融合によるテラヘルツアレイサ
ブシステムのプロトタイプやテラヘルツビーム
フォーミングの実現による、テラヘルツアンテナ
を用いたリモートセンシング技術の実現

• テラヘルツによる人や物体の動きを把
握するイメージング技術の実現、移動
物体用、非接触・非侵襲テラヘルツセ
ンシングやセキュリティー検査への応用
技術の実現

• 偏波化されたフェーズドアレイ気象レー
ダー(MP-PAWR)と地デジ水蒸気量計
測システムを連携させた20〜30分先の
高精度降雨予測技術の実現

• デジタルビームフォーミングや高感度化技
術による多機能ミリ波帯レーダーの実現

• MP-PAWRネットワーク化技術、地デジ水
蒸気量計測システムを中核としたセンサ群
（W帯雲レーダー、ウインドプロファイラー
等）連携による高精度降雨予測技術の実
現、 京阪神における実証実験

• ミリ波帯環境センシング応用技術（障害物
探知・危険物検出等）の開発

• ハード・ソフト両面において柔軟なシス
テム構成による多目的レーダー（物
体探知等）構成技術の実現

• 世界最高性能・機能を有する航空機搭
載合成開口レーダーを開発、15cm分
解能での地表面観測を実現

• 地球温暖化・地球規模の水循環の予
測モデルの高精度化に寄与する衛星搭
載降雨レーダーを運用し、衛星搭載雲
レーダー構成技術の実現

• 超小型軽量テラヘルツ分光計の開発

• 災害発生時に効率的・効果的な意思決定
に寄与する合成開口レーダーの解析手法の
開発（合成開口レーダー画像を活用した被
災マップの作成等）

• 地球温暖化対策の一環として地球規模の
水循環の予測モデル高信頼性化を実現

• 地球近傍宇宙（月・火星）における水資
源探査の実現

• 大気汚染物質などのセンシング技術の実現

• 民間・地方自治体での運用が可能と
なるように、ドローン等の小型飛翔体に
搭載可能な小型合成開口レーダー構
成技術の実現

• 観測の時間分解能を向上させるため
に静止軌道上で運用する衛星搭載
降雨レーダー構成技術の実現

• 水エネルギ資源の確保により地球近
傍宇宙における産業を牽引

• 地域におけるキレイな空気百選など地
域ブランド化の促進

Ａ１

Ａ２

Ａ３

Ａ４
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Ａ．センシング関係

非破壊センシング

センシング・認識技術

• 環境学習型ビジョンセンサの実現
• 低シグナルノイズ比下の音声処理・認識
技術の実現

• 嗅覚センサの実現
• 分布型触覚センサシステムの実現

系統の異なるセンサからの情報を処理することにより
単一のセンサからは得られない高度な認識機能を
有するセンサーフュージョンシステムの実現

２０２０ ２０２５ ２０３０

Society5.0 を支える主なキーテクノロジーのロードマップ②

• 広帯域の電磁波を用いたインフラ・建
造物等の内部構造の可視化の原理
実証

• 様々なセンシングデータを統合した劣化診断
技術，構造マッピング自動化技術の実現

• 建設会社等によるインフラメンテナンス，
再開発における非破壊センシングデー
タの展開

Ａ５

Ａ６
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光通信ネットワーク技術

• 世界最先端の1運用単位当たり毎
秒1テラビット級の光伝送装置の実
現

• 毎秒100テラビット級の信号を処理
できる大容量海底ケーブルの実現

• 5Gを支える光通信アクセス技術の
実現

• AIを活用した通信ネットワーク運用
自動化（特定業務の一部自動化
(人の介在あり)）技術の実現

• 1運用単位当たり5Tビット級の光伝
送技術の実現

• マルチコアファイバによる毎秒320テ
ラビットを処理できる大容量海底
ケーブルの実現

• AI、IoT、高度自動運転システム等
を支える分散クラウドプラットフォーム
基盤技術の実現

• Beyond5Gの高速大容量無線通
信を支える光無線融合技術の実現

• AIを活用した通信ネットワーク運用
自動化（特定業務の完全自動化
(人の介在なし)）技術の実現

• 1運用単位当たり毎秒10Tビット以
上の光伝送技術の実現

• 超低消費電力光通信技術の実現
• 高度補償、高度符号化、高度空
間多重技術の実現

• 電磁波統合アクセス技術の実現
• AIを活用した通信ネットワーク運用
自動化（全ての業務の完全自動
化(人の介在なし)）技術の実現

Ｂ．通信ネットワーク関係
２０２０ ２０２５ ２０３０

Society5.0 を支える主なキーテクノロジーのロードマップ③

Ｂ１
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ワイヤレスネットワーク技術 （beyond 5G）

• 毎秒50Gビット級の短距離対向無
線伝送技術の実現

• 毎秒100Gビット級無線伝送技術
の実現

• 8K映像の非圧縮伝送技術の実現
• データセンタのラック間高速無線伝
送技術の実現

• 毎秒300Gビット超のマルチチャンネ
ル無線伝送技術の実現

• 100Gビット超の無線LANの実現

• 毎秒20Gビット級の無線伝送技術
の実現

• 無線通信を中心としたネットワークで
の遅延1msec程度を実現

• 毎秒50Gビット級無線伝送技術の
実現

• 有無線含めた遅延1msecを実現

• 毎秒１00Gビット超の無線伝送技
術の実現

• 遅延をほとんど感じない（遅延
1msec未満）ネットワークの実現

ワイヤレスＩｏＴ技術

• 100万台/km²の接続数を実現 • 500万台/km²の接続数を実現 • 1000万台/km²の接続数を実現

Ｂ．通信ネットワーク関係

ワイヤレスネットワーク技術 （テラヘルツ）

Society5.0 を支える主なキーテクノロジーのロードマップ④

Ｂ２

Ｂ３

Ｂ４
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宇宙通信ネットワーク技術

Ｂ．通信ネットワーク関係

• 通信需要等の変化に動的に対応
可能とする衛星技術の実現

• 太陽フレア等の太陽活動の電離層
等への影響に関する現況把握・予
測（宇宙天気予報）の間断なき
提供の実現

• AI制御により衛星を最適に制御す
る技術を実現し、５ＧやIoT等との
連携を実証

• 低軌道衛星や測位衛星等にも配
慮した宇宙天気関連技術の実現

• 衛星等の電波諸元・軌道等のリア
ルタイム観測・把握のための基盤技
術の実現

• 静止衛星、低中軌道衛星、地上
上のネットワークをシームレスに統合
する技術の実現

• 宇宙空間における電波利用等の実
態把握の実現

Society5.0 を支える主なキーテクノロジーのロードマップ⑤
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自然言語処理技術（翻訳・文脈理解等）

• 創作性の高い文書(文学、芸術作
品等)を除く、あらゆる文章の翻訳の
実現

• 周囲状況や表情・感情の推定や動
画または静止画を認識しキャプション
を相応しく翻訳するマルチモーダル翻
訳の実現

• 生の会話の翻訳技術 (言い淀みを
除く翻訳技術等)を開発し、同時通
訳を実現

• 多様な音声（非ネイティブの発音・
方言など）への対応を実現

• 文章の意味、ニュアンス等を理解し、
人と区別のつかないレスポンスが可能
な対話エージェント、ロボット等の活躍
する社会を実現

• チューリング・テストへの挑戦

• ビジネス通訳の実現
• 新語・新トピックへの即時対応技術
を確立し、時事ネタやニュースに対
応する音声翻訳技術を実現

• 文脈理解技術により、文章の意味、
ニュアンス等を踏まえた機械翻訳の
実現

• 雑音のある公共空間下でも言語の
異なる複数人が発声した音声の同
時通訳を実現

• ボタン等を押したりせずに簡単に使え
る翻訳技術の実現

• 高度な専門知識に対する推論機
能を実装した対話エージェントの実
現

• 12言語において実用レベルの翻訳
精度を実現

• 分野特有の表現や用語を収集し、
音声翻訳に対応する分野の拡大を
実現

• 文脈理解技術により、曖昧な会話
や主語が省略された発言の適切な
翻訳を実現（初期レベルのもの）

• あらゆる文章で直訳レベルの機械翻
訳を実現

• 不定型な文書(テキストチャット、
ネットスラング等)の翻訳技術の実
現

Ｃ．ＡＩ関係
２０２０ ２０２５ ２０３０

Society5.0 を支える主なキーテクノロジーのロードマップ⑥

Ｃ１
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脳情報通信技術

• 視聴覚等の知覚・認知課題や運動
課題に係る脳内表現を解析し、身
体状態や心的状態の推定を実現

• 脳活動を計測し、脳情報を読み解く
技術を深化させ、以下のような技術を
実現
 各種産業における製品評価
 運動・感覚機能の補助・サポート
 BMIによるコミュニケーションや機器
操作技術への活用

• 日常生活において装着可能な携帯
型BMI （EEG、NIRS等）による家
電操作の実現

• 脳型情報処理技術による、２課題
以上に対応するAIの実現

• 人間の複数の脳機能を有
する脳モデルを開発し、ヒトと
親和性のある判断機能を実
現し、AI、IoT機器、ロボッ
ト等に活用。

• 携帯型BMIによる基本的な
ドローン操縦（上昇、旋回
等）の実現

• 様々な課題に対応するAIの
実現（2050年に人並みの
AIの実現を目指す。）

２０２０ ２０２５ ２０３０

Society5.0 を支える主なキーテクノロジーのロードマップ⑦
Ｃ．ＡＩ関係

Ｃ２
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２０２０ ２０２５ ２０３０

量子通信技術

Ｄ．セキュリティ・プライバシー関係

Society5.0 を支える主なキーテクノロジーのロードマップ⑧

• 一定の条件下での量子暗号通信シス
テムの実用化

• 将来にわたり盗聴・解読の危険性がな
いデータ通信・保管・交換の基礎技術
の実現

• 量子暗号に対応した衛星通信の基礎
技術の実現

• 衛星、地上網を統合した可用性の
高い秘匿通信網の構築技術の実
現（日本全土のスケールでの動画
の秘匿伝送サービス）

• 長距離伝送に必要な量子中継技
術、量子通信デバイス技術の実現

• 光・量子通信による大陸間
でのグローバル高秘匿・大容
量通信サービス、量子イン
ターネットの実現

• 古典通信理論の限界を打
破する低電力・大容量ノー
ド処理技術の実現

サイバーセキュリティ対策技術

• 新たなマルウェア活動の発生を自動
的に早期検知する技術を構築

• チップの回路情報による不正機能の
検知技術を実現

• データを暗号化したまま様々なデータ
解析を可能とする新たな機能を備え
た暗号技術の実現

• 新たなマルウェア活動の発生を自動
的に特定し、関連する脅威情報を
自動掲示する技術の実現

• ハードウェアの動作特性の把握によ
る不正機能の検出技術を実現

• 次世代暗号技術の確立

• マルウェア分析等の複数の
手法を組み合わせ、サービス
に影響を生じさせないセキュ
リティ技術の実現

• 高度な暗号技術の確立

Ｄ１

Ｄ２

※電子政府推奨暗号リストの機動的見直し
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Ｅ．データ流通・利活用関係

分野・事業間データ連携技術

• 通信ケーブルの代替となる無線制御技術の実現

ロボットに係る技術

• 画期的な設計を行うことが
できるようになり、より高度で
信頼性の高いロボットの実
現に貢献

• 機器間、短距離、
小電力のワイヤレス
給電が実現

• 屋内におけるワイヤレス給電が実現

• 屋外におけるワイヤレス給電が実現

Ｆ．インターフェース関係

Society5.0 を支える主なキーテクノロジーのロードマップ⑨

２０２０ ２０２５ ２０３０

Ｅ１

Ｆ１

• データの流通・利活用に伴う課題解決
に資する基礎技術の実証（プライバ
シー保護、ブロックチェーン技術等による
トレーサビリティの確保等）

• 多数のデータ流通によるセッ
ションレスな仕組み等、高
速・大量なデータを実時間
でハンドリングするプロトコル、
ソフトウェア技術の実現

• 安心、安全なデータ流通を実現する
ため秘密分散、秘密処理技術の実
現
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